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１． 18 年 3 月期の業績（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 
(1) 連結経営成績 
 

   
売    上     高 

 
    

 営   業  利  益 
     

経  常  利  益 
      

 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

百万円  ％ 
15,290       8.2  

    14,127       1.7  

百万円  ％ 
      1,012     51.7  
        667     17.9  

百万円  ％ 
     1,022    52.4   

670    21.1   
 

            
当 期 純 利 益 

        

 
1 株当たり 

 
当期純利益 

 
潜在株式調整後 

 
1 株当たり当期純利益 

 
株主資本 

 
当期純利益率 

 
総 資 本 
 

経常利益率 

 
売 上 高 

 
経常利益率 

 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

百万円  ％ 
     467    28.6  
   363    23.2  

円 銭 
32.34 
25.18 

円 銭 
31.59 

  24.82 

％ 
   4.0 
   3.5 

％ 
 4.4 
 3.0 

％ 
 6.7   
 4.7   

(注) 1.持分法投資損益 18 年 3 月期  －百万円  17 年 3 月期   －百万円 
    2.期中平均発行済株式数(連結)    18 年 3 月期 13,843,592 株 17 年 3 月期 13,784,298 株 
   3.会計処理の方法の変更    有 
     4.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は対前年増減率 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

百万円 
23,307 
22,255 

百万円 
      11,748 
      10,431 

％ 
50.4 
46.9 

円  銭 
        840.55 

754.88 
(注)  期末連結発行済株式数（連結） 18 年 3 月期 13,953,980 株 17 年 3 月期 13,798,124 株 
 
(3)連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー          

投 資 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期 末 残 高          
 

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

百万円 
528 
  558 

百万円 
  △  67 
  △ 245 

百万円 
  △ 108 
  △ 566 

百万円 
3,249 
2,896  

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数   ２社  持分法適用関連会社数  －社 
 

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結(新規)   －社   (除外)  －社    持分法(新規)  －社    (除外)   －社 
 

２． 19 年 3 月期の業績予想（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
 
中 間 期 
通   期 

百万円 
            7,500 
           16,600 

百万円 
              350 
            1,250 

百万円 
            175 
           690 

(参考)1 株当たり予想当期純利益(通期)   49 円 45 銭 
※上記の業績見通しは、当社が現時点で合理的と判断した一定の前提に基づいたものであり、
実際の業績は見通しと異なることがあり得ます。 


